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4７ 
急激な高齢化社会への移行に対して、いわゆる日本型雇用制度・慣行はいかに適応していけるか。この問題が高
齢化社会の重要な課題の一つであることは疑いえないだろう。しかもこの課題は単に高齢労働者を対象としただけ
で処理できる問題ではない。それは全労働者を対象とした次元で処理されねばならぬが、さしあたりまず高齢者そ
のものの急激な増加、それに対する就業・雇用の質量や所得・サービス保障などの生活保障のあり方に注目しなけ
（１） 
れぱならない。その場合、旧来の制度・慣行とした労働市場や生活保障のより自然発生的な状況のもとでおのず処
理
さ
れ
て
き
て
い
る
問
題
と
そ
れ
を
超
え
た
新
し
い
問
題
と
を
識
別
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。
（１）近年における高齢化現象の異常なスピードやそれにともなうさまざまな政策課題の概要については、さしあたり田中博
秀『高齢化社会の衝撃」七七年、隅谷三喜男編『日本的雇用政策の展望』七八年を承よ・
もとより急激な高齢化現象とはいえ、高齢者の平均余命の延長とそれに対する生活保障システムの不対応は、こ
れ
ま
で
に
も
相
応
の
時
間
を
か
け
て
拡
大
し
て
き
た
わ
け
だ
が
、
そ
の
な
か
で
つ
ぎ
の
よ
う
な
事
実
が
し
だ
い
に
あ
き
ら
か
に
な
っ
て
定
年
退
職
者
の
能
力
類
型
と
職
業
変
動
定
年
退
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動
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そ
の
要
因
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4８ 
そのような実態を解明する》」となしに高齢者の一履用問題に対する公共政策の課題や労使の政策課題を明確に提示
することはできないだろう。そこでわれわれは、東証第一部上場企業のうち定年退職者名輝ないしは厚生年金支払
名撫の提供を受けた企業の定年到達者から無作為で五五’七○歳の男子定年到達者三、一七○名を抽出し、それら
（３） 
を対象として郵送によるアンケート調査を実施し、定年到達後の職業変動とその要因を考察し、今後の政策課題の
きた。すなわち、急増する高齢者の生活を年金などの公共保障で補償することは、労働力供給が異常に過剰化して
いる状況では別としても、単に年金財政上不可能であるだけではなく、岡齢者の労働の能力と意志を余計に減退さ
（２） 
せ、より老衰を推し進める、それが生物としての人間の宿命であり、］てれに対して職業を保障するのでなければ、
ヴォランティァ型の社会活動を保障しなければならないだろう、ということである。このような認識もまた、高齢
者の雇用問題の璽要性を裏づける一要因となってきている。
（２）こうした自然的特性にもとづく労働力商品の特殊性については、拙著『労働経済の樵造変革』七七年、序章を柔よ・
およそこのような意味を持った高齢者の就業・雇用へのニーズは、これまでいかに充足されてきたか。そのなか
で、高齢者の雇用ニーズと旧来の一層用制度・慣行とのギャップについて考えてふると、定年年齢が五五歳か、ある
いはそれを多少上回る程度に止まっている大企業の定年退職制度とそれが高齢者の廠用問迦にあたる影響がもっと
も大きな問題となるだろう。もとより大企業の定年制度のカヴプーリッジは限られてはいるが、定年年齢がより延
長されていたら少なくとも六○歳前後の高齢者労働市場に加わる供給過剰圧力や雁用保険などの雇用政策上の負担
はより蝿減されただろう。さらにまた、大企業の定年退職制度のインパクトは、脆川政簸などの公共政栄の低かに
退職金制度や継続雇用・再就職斡旋などの高齢者対策や高齢者自身のさまざまな対岻によって調整されていたに相
途ない。
４９定年退職者の能力類型と職業変動
図１定年到達後の職業変動そこで本稿では、定年退職者の職業変動として継続雇用、他企業への再就職、失業・引退の実態とその問題点を
屯移動しうるからである。
（３）その調査時点は一九七八年一月だが、大企業調査のほか、われわれは高齢者全体を相対的に位鯉づけるため中小企業な
どの高齢者を含めた地域調査も試染た。その結果の概要については、拙稿「定年退職者の職業生活」（前掲、隅谷編、参
考資料、Ⅲ）、拙著『日本の雇用問題」七九年、第三章を承ょ。
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解明し、雇用政策としての課題を検出するが、ここではと
くにつぎのような職業変動の要因に注目した。もともとわ
れ
わ
れ
は
職
業
変
動
に
と
も
な
う
い
わ
ゆ
る
生
活
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動
も
問
題
に
し
、
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２
の
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を
設
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た
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と
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し
た
が
っ
て
、
定
年
退
職
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職
業
変
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を
規
定
す
る
他
要
因
、
⑩
職
業
安
定
法
や
雇
用
保
険
法
な
ど
の
公
共
雇
用
政
策
や
高
齢
者
年
金
な
ど
の
公
共
生
活
政
策
、
②
定
年
後
の
継
続
雇
用
や
関
連
企
業
へ
の
再
就
職
斡
旋
な
ど
の
大
企
業
に
お
け
る
高
齢
者
対
策
が
、
か
りに一律定年退職制度と同様に一様に適用されたとしても、高齢者自身の職業能力いかんによってその適用の実態
はさまざまな展開を示すだろう。さらに本稿では、③峨業変動の主体的要因として定年退職者自身が定年後の職業
にいかなる志向を持ち、そのためにいかなる準備を試ふたかも考察するが、それらも職業能力によって規定されて
いる、という仮設を持ちうるだろう。
それどころか、もともとわれわれの労働能力は、そうした志向・準備行動と一体のものとしてしか存在しないの
図２職業変動の規定要因群
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従
来
、
高
齢
者
の
職
業
能
力
に
関
し
て
は
、
労
働
科
学
上
の
テ
ス
ト
と
し
て
高
齢
者
の
心
身
機
能
が
測
定
さ
れ
、
そ
の
機
能
低
下
が
実証されてきた。それによれば、とくに高齢化による感覚、記憶力などの知能、疲労回復力および抗病度などが大
幅な低下を示している。だが、このような測定はきわめて基礎的な機能要素について個別に測定したにほかならず、
そ
れ
と
現
実
の
職
業
能
力
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
の
大
き
さ
も
ま
た
実
証
さ
れ
て
き
て
い
る
。
そ
し
て
、
そ
の
よ
う
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
生
じ
る
の
は、かりに高齢化によって部分的な基礎機能が低下したとしても、それを高齢化とともに蓄積してきた総合的判断
（４） 
力で補完して余りあるからだ、という研究成果もあきらかにされてきている。したがって、一局齢者の職業能力を把
握する場合には、従来のように基礎的な心身機能の個別要素に注目するのではなく、より現実的な職業能力の諸側
である。そのうえでなお、職業志向・準備、その結果でもある職業能力、それぞれのあいだの対応と不対応が問題
に
な
る
。
た
だ
し
本
稿
で
は
高
齢
者
の
職
業
能
力
の
長
期
間
に
わ
た
る
形
成
プ
ロ
セ
ス
自
体
を
考
察
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
ら
、
定
年退職者が定年以前の企業内外の職業遍歴のなかで形成してきた職業能力をできるだけ総括的に把握し、それを戦
略要因とし、定年後に向けての職業志向・準備、大企業の高齢者対策、公共雇用・生活政策の他要因との関連で定
年退職者の職業変動を解明しよう、というのである。その場合、定年後の職業志向・準備を一応主体的要因として
設定したが、それも職業能力ばかりでなく、大企業の高齢者対策と公共政策のあり方、とくに高齢者の就職状況に
規定されていることはいうまでもない。そのうえで、前述のようなそれらの対応と不対応が問題になるわけであ
る。なお、本稿は雇用問題の視角に立っているので、いわゆる生活変動については必要な限りで関説する程度に止
め
ざ
る
を
え
な
い
。
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職業能力構成
(％） 
「’
し
０
日
、
L｣ 
Ｊ
１
日
ｊ
２
日
合を示す。
面を総合的に解明しなければならないのである。
（４）その点については、前掲、拙箸『日本の雇用問題』
第三章を歌ょ。
そこでわれわれは、定年退職者が定年到達以前に形
成されていた戯業能力をより現実的に把握するため
に、つぎのようなアンケートの選択肢を設定した。ま
ず、⑩職務範囲を示す選択肢としては、「きわめて少
数の職務だけを遂行できる」（少数職務）、二つの職
種内のほぼ全職務を遂行できる」Ｃ職種）、「他の聯
種の職務も遂行できる」（他職種）、つぎに、②技能類
型を示す指標として、「技術や経験を非常に必要とす
る職務を遂行できる」（高技能）、「技術や経験を余り
必要としない職務は遂行できる」（低技能）、さらに個
別企業型技能の指標として、「会社や職場の慣行を十
分に経験しないとできないような職務を遂行できる」
（企業内経験）、③企画・管理などの能力類型として、
「企画・立案できる」（企画・立案）、「対人業務が遂行
できる」（対人業務）、「管理・監督することができる」
5３ 
表１職種類型別
能力～～ 
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地域調査(計） 172.2 21.9 42.6 7.6 
(注）職業能力は３つまで選択，パーセントは回答者数に対する回答件数の割
さらに、定年到達直前の職種類型別にふると（表と、
事務。販売職種では、管理・監督、対人業務、企画・
立案と一職種が多いが、当然、技能類型にはそれほど
関係なく、職務範囲が広く、しかも企画・管理などの
職務遂行能力を持った高齢者が多い。技術職種では、
高技能、一職種、管理・監督能力をもった定年退職者
が多い。他方、ブルーカラー職種のうち監視労働で
は、一職種、高技能が多いとともに低技能も多く、高
（管理。監督）を設定し、三つまで選択する多回答方
式でそれらへの回答を求めた。
調査対象者自身が選択した職業能力の分布は、定年
到達者なので管理者や監督者が多かったことを反映し
て、「管理・監督」能力がもっとも多く、集計対象の
五○・三％にも達している。ついで、「｜職種」、「高
技能」能力が多く、大企業定年退職者の職業能力は、
総じて職務範囲は広く、技能類型では高技能・企業内
経験型、企画・立案型と管理・監督型が、それぞれ多
いのが大きな特徴となっている。
5４ 
また、中小企業を中心とした地域調査の定年到達者と比較すると、大企業定年到達者の一人当り平均回答数は
二・一一一であるのに対して、地域の定年到達者のそれは一・七に止まっており、大企業の定年到達者がかなり多面的
な職業能力を形成してきた実態を反映している。とくにこうした差異は企画・管理などの能力類型において顕著で
あり、とりわけ管理・監督能力は調査対象の五○％にも達しており、地域の定年到達者のほぼ二倍の比率に達して
いる。また、技能類型においてもかなりの差異が承られ、大企業定年到達者は高技能と企業内経験などの高技能型
が多くなっている。これに対して、職務範囲の回答差はそれほど大きくはないが、やはり一職種と他職種は大企業
（５） 
定年到達者のほうが高く、職務範囲の広い高齢者が多いことを一不している。
（５）以上のような職業能力のあり方が欧米に比しても特異な大企業における高勤続者の筒箕金の主要な要因となっている、
とふてよい（前掲、拙著『労働経済の樵造変革」二四二’四ページもみよ）。
さらに、定年退職者の職業能力の現実そのものにいっそう接近するために、これらを組合せて職業能力をより現
実的に類型化してゑた。それによれば、もっとも多いタイプは、「企画・立案十管理・監督」と「対人業務十管理
技能型と低技能型が併存している。また特殊技能労働では、高技能、｜職種、管理・監督能力をもつ高齢者が多い
が、肉体・単純労働と保安・サービスでは、低技能、少数職務、管理・監督が多く、技能度と職務範囲において著
しい差異が認められる。また、技能の特殊な側面である企業内経験は、少数ではあるが、事務、特殊技能労働、技
術などの職種で高い比率を示している。このように、ブルーカラー職種に比較して、ホワイトカラー職種では職務
範囲が広く、しかも企画・管理能力をもつ高齢者が多く、職業能力の多様さを示している。事実、ブルーカラー職
種よりもホワイトカラー職種の方が一人あたり回答数が多く、事務と肉体・単純労働では平均回答数の差が○・七
にも達している。
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・監督」であり、両者で調査対象の三二・九％にも達している。その他では、「｜職種十高技能十管理。監督」、
「企業内経験十管理・監督」、「高技能十企業内経験十管理・監督」、「企画・立案十対人業務十管理・監督」などの
管理・監督と結合したタイプが多い。こうした組合せ以外に一項目だけの回答が調査対象の二四・七％も存在して
おり、。職種」、「少数職務」、「高技能」などが多く、職務範囲と技能類型に関した職業能力で多くなっている。
つづいて定年到達直前の職種類型別にゑると、すでにあきらかな職種類型別能力分布から予想されるとおり、ホ
ワイトカラーの事務と販売では、「企画・立案十管理・監督」、「対人業務十管理・監督」、「企画。立案十対人業務十
管理・監督」が多く、技術では、「企画・立案十管理・監督」、。職種十高技能十管理・監督」のタイプが多い。
他方、ブルーカラーの監視労働では、「少数職務十高技能」、二職種十高技能十管理・監督」などの高技能型が多
いと同時に、「少数職務十低技能」などの低技能型も多い。肉体・単純労働では、「少数職務十低技能」がきわめて多
いが、特殊技能労働では、「少数職務十高技能」、。職種十高技能十管理・監督」などの高技能型が多く、肉体・
単純労働と著しいコントラストを示している。また、「企業内経験十管理・監督」は事務・販売・技術などのホワ
イトカラー職種に多く、企業内経験の蓄積を大きな特質とする職種である事実を示している。他方、一項目回答の
職種類型別分布は、珈務、販売では、一職種、管理・監督型が多く、技術には一職種、高技能型が多い。それに対
しブルーカラー職種では、肉体・単純労働で少数職務と低技能、特殊技能労働で高技能がそれぞれ多くなっている。
１
定
年
到
達
直
後
の
状
況
ョ
▽
Ｆ
まず、大企業定年退職者が、定年到達を契機としてその直後にいかなる動向を辿ったかをみると、さきの図１の
三
職
業
能
力
と
定
年
到
達
後
の
職
業
志
向
・
準
備
5６ 
定年至り達直後の状況
(％） 
他企業
再就職再雇用 事業開業 退 失業； Ｎ Ａ 
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Ｒ
‐
Ⅱ
］
Ｒ
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Ｈ
】
Ｒ
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【
Ｈ
』
、
Ⅱ
】
Ｒ
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】
●
■
■
凸
■
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】
Ｒ
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】
｜
■
■
凸
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28.3 40.3 ９
２
０
３
３
１
 
●
●
の
●
。
●
４
５
４
４
５
７
 
１
４
３
７
３
１
 
●
●
■
Ｇ
●
●
 
７
３
９
８
５
７
 
３．１ 
５．２ 
Ｌ３ 
２．２ 
５．３ 
３６ 
24.1 ４１．４ 
29.3 40.0 
34.8 32.6 
42.1 ３１．６ 
50.0 21.4 
と
お
り
、
同
一
企
業
に
継
続
雇
用
さ
れ
た
定
年
到
達
者
が
四
○
・
三
％
、
他
企
業
へ
の
再
就
職
が
四
五
・
八
％
、
さ
ら
に
一
○
％
ち
か
く
も
失
業
し
た
り
職
業
生
活
か
ら
引
退
し
た
り
し
て
い
る
。
そ
れ
ら
を
定
年
到
達
直
前
の
職
種
類
型
別
に承ると、製造業に多いブルーカラー職
種
で
は
延
長
・
再
雇
用
な
ど
の
継
続
雇
用
が
多
く
、
五
○
％
ち
か
く
に
ま
で
達
し
て
い
る
。
他
方
、
第
三
次
産
業
に
多
い
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
種では他企業への再就職が多く、五○％
前後にも達している。
こうした定年到達直後の動向と職業能
力類型との関連を染ると（表２）、⑪「少
数職務十高技能」、「企業内経験十管理・
監督」、「対人業務十管理・監督」、「高技
能十企画・立案十管理・監督」、「企画・
立
案
十
管
理
・
監
督
」
な
ど
の
タ
イ
プ
で
継
続
雇用の割合が高い。継続雇用されている
5７ 
表２職業能力類型別
ｉｉｉ二｜合 勤務延長定年延長計
計総 100.0 15.1 
多項目能力類型計
少数噸務十高技能
少数職務十低技能
企画・立案十管理・監督
対人業務＋管理・鑑督
企業内経験十管理・監督
一職種＋高技能十管理・監督
一職種十低技能十管理・監督
高技能十企画・立案十管理・艦督
企画・立案十対人業務十管理・監督
100.0 14.7 
100.0 23.1 
100.0 7.7 
100.0 16.6 
100.0 13.2 
100.0 18.4 
100.0 9.5 
9.5 100.0 
100,0 16.7 
100.0 17.8 
目能力類型計
数職務
種
技能
理・朧督
項 100.0 16.4 少
一
高
低
管
100.0 20.7 
100.0 16.0 
100.0 17.4 
100.0 10.5 
100.0 10.7 
(注）総計は調査対象の合計である。
のは、あきらかに高技能やそれにもとづ
いた管理・監督的能力をもった定年到達
者
に
多
く
、
職
務
範
囲
に
よ
る
差
異
は
ほ
と
ん
ど認められない。だが、継続一雇用といっ
ても、勤務延長・定年延長にはホワイト
カラー職種に多い企画・管理などの組合
せ
の
能
力
類
型
で
そ
の
割
合
が
高
い
の
に
対
し
、
退
職
後
の
再
雇
用
に
は
「
少
数
職
務
十
高
技能」、「企業内経験十管理・監督」およ
び
「
高
技
能
」
が
き
わ
だ
っ
て
多
く
、
そ
れ
以
外
の
類
型
は
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
類
型
の
差
は
勤
務
延
長
・
定
年
延
長
に
お
い
て
と
く
に
い
ち
じ
る
し
く
な
っ
て
い
る
。
②
他
企
業
へ
の
再
就
職
の
割
合
が
高
い
の
は
、
。
職
種十高技能十管理・監督」、「企画・立案
十対人業務十管理・監督」、「高技能十対
人業務十管理・監督」、「企画。立案十
管理・監督」などの類型であり、高技能
5８ 
到達後への職業志向
(％） 
収入が
余り変
らない
こと
経験・
技術を
生かす
こと
地位が
変らな
いこと
仕事が
楽なこ
と
雇用が
安定す
ること
何も考
えなか
った
事業
開業 引退すること
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19.0 8,6 17.2 
9.5 17.6 12.2 ７
２
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１
 
●
●
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●
 
２
２
５
７
 
14.9 
6.7 
5.6 
11.1 53.3 6.7 
16.7 16.7 22.2 11.1 
10.7 10.7 28.6 3.6 17.9 
層
や
幅
広
い
職
務
遂
行
能
力
を
も
っ
た
タ
イ
プ
や
企
画
。
管
理
な
ど
の
総
合
的
な
職
業
能
力
を
も
っ
た
定
年
到
達
者
に
多
い
。
し
か
も、継続雇用に比して三項目の回答が
多
く
、
よ
り
多
面
的
な
職
業
能
力
を
も
っ
た
定
年
到
達
者
が
、
よ
り
社
会
的
な
流
動
性
を
発
揮
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
③
他
方
、
「
少
数
職
務
十
低
技
能
」
、
。
職
種
十
低技能十管理・監督」では継続雇用の
比
率
が
低
く
、
逆
に
引
退
や
失
業
の
比
率
が
著
し
く
高
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
一
項
目
回
答
の
定
年
到
達
者
に
つ
い
て
み
る
と
、
「
高
技
能
」
タ
イ
プ
で
継
続
雇
用
の
割
合
が
高
く
、
「
管
理
・
監
督
」
タ
イ
プ
で
他
企
業
へ
の
再
就
職
が
多
く
な
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
「
少
数
職
務
」
と
「
低
技
能
」
タ
イ
プ
で
は
失
業
が
高
く
、
し
か
も
複
数
項
目
回
答
の定年到達者よりも一項目回答の定年
５９定年退職者の能力類型と職業変動
表３職業能力類型別定年
向
一
圭心一一一一一型一 能 勤務延長・再雇用 関連会社再就職 他企業再就職計
総 計 18.9 173.0 33.8 34.1 
多項目能力類型計
少数職務＋高技能
少数職務十低技能
企画・立案＋管理・艦櫛
対人業務十管理・艦将
企業内経験十管理十臘鶴
一職種十高技能十管理・騰督
一職種十低技能十管理・磯督
高技能十企画・立案十管理・監督
企画･立案十対人業務十管理･監督
181.2 30.5 41.0 19.1 
171.8 15.4 35.9 ２０．５ 
189.7 33.3 15.4 33.3 
182.7 17.3 27.7 49.7 
181.5 28.9 42.2 22.2 
177.1 39.6 52.1 12.5 
184.1 30.2 38.1 22.2 
181.0 28.6 14.3 ４２．９ 
187.5 33.3 37.5 22.9 
181.8 22.7 59.1 11.4 
一項目能力類型計
少数職務
職種
高技能
低
管理．監揺
155.2 33.2 27.8 15.7 
146.6 37.9 22.4 22.4 
155.4 ３１．１ 32.4 13.5 
26.7 162.2 ３１．１ 15.6 
166.7 44.4 22.2 11.1 
25.0 153.6 32.1 10.7 
(注）総計は調査対象の合計である。回答者数に対する回答件数の割合を示す。
到
達
者
の
ほ
う
が
、
引
退
・
失
業
の
比
率
が
全体的に高くなっている。
こ
の
よ
う
に
、
低
技
能
や
単
純
な
職
業
能
力しか体得していなかった定年到達者
に
は
引
退
や
失
業
が
き
わ
め
て
多
く
、
と
く
に
「
少
数
職
務
十
低
技
能
」
タ
イ
プ
で
定
年
到
達
後
の
職
業
変
動
が
い
ち
じ
る
し
く
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
。
職
種
十
低
技
能
十
管
理
・
監
督
」
の
よ
う
に
、
管
理
・
騰
督
の
職
業
能
力
を
も
っ
て
い
て
も
低
技
能
型
で
あ
る
単
な
る
年
功
者
の
場
合
は
引
退
や
失
業
の
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
る
点
は
、
十
分
注
目
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
職
務
範
囲
が
狭
か
っ
た
り
低
技
能
だ
っ
た
り
、
あ
る
いは管理・監督能力がない場合は継続
雇
用
の
対
象
か
ら
も
除
外
さ
れ
る
こ
と
が
多
く
、
こ
う
し
た
こ
と
が
少
数
職
務
・
低
技
能
型
の
失
業
や
引
退
を
一
層
増
加
さ
せ
て
い
る
6０ 
２
定
年
到
達
後
の
職
業
志
向
つぎに、こうした定年到達直後の状況も含めた定年到達後の職業変動に対して、定年退職者自身はいかなる職業
志向を持っていたかが問題となる。
まず、調査対象全体の定年到達後に対する職業志向をゑると、労働諸条件にかかわる事項よりも勤務先にかかわ
る事項にいちじるしく偏向しており、同一企業での継続雇用や関連企業への再就職の志向が多くなっている。他方、
労働諸条件については、「経験や技術を生かすこと」が集計対象の三○％ちかくにし連している以外は、その志向
がきわめて弱い。このことは、大企業定年到達者の多くが定年を迎えた企業かその関連企業でそれまで修得してき
た職業能力を生かしていくという、いわば終身雇用の延長のような雇用志向を強く抱いている事実を示している。
このような職業志向を定年到達直前の職種類型別に承ると、製造業に多いブルーカラー職種では継続雇用志向が強
く、第三次産業に多いホワイトカラー職種では関連企業への志向が強い。そして経験・技術志向は、技術および特
殊技能労働の職種において強くなっている。
さらに、こうした職業志向を職業能力類型別にふると（表３）、継続雇用志向が強いのは、二職種十低技能十管
理。監督」、「企業内経験十管理・監督」、「少数職務十高技能」、「少数職務十低技能」などのタイプであり、ブルー
カラー職種に多い能力類型において職務範囲や技能度に余り関係なく、全般的に継続雇用志向が強いことを示唆し
ぱならない。
のである。さらに、継続雇用は定年到達者自身の「希望」よりも「会社の承認」によって決定されている場合が多
いが、そうした「希望」とくに「承認」の要因として、再就職組ほど多様化していないとしても、「高技能」・「企
業内経験」。「管理・監督」および「企画・立案」たどの組合せが大きな位置を占めている事実に十分注目しなけれ
６１定年退職者の能力類型と職業変動 ている。だが、第三次産業に多いホワイトカラー職種の企画や管理などを中心とした類型では、継続一雁用志向がそ
れほど強くない。逆に、「企画・立案十対人業務十管理・監督」、「企業内経験十管理。監督」、「企画・立案十管理
・監督」などのホワイトカラー職種に多い企画、対人業務、管理などの職業能力を中心としたタイプでは関連企業
志向が著しく強くなっている。他方、「少数職務十低技能」、「少数職務十高技能」などのタイプで峰関連企業志
向がきわめて弱い。さらに、一項目回答の職業志向をみると、多項目回答よりも継続雇用志向が強く、逆に関連企
業志向が著しく弱いという特徴がゑられる。臓業能力の多様性を欠いた一項目回答の定年到達者の職業志向は、多
項目回答の定年到達者よりもより直接的な終身雇用の延長を志向している。さらに単答の類型別では、「少数職務」
と「低技能」タイプで継続雇用志向が強く、二職種」と「管理・監督」型で関連会社志向が強い。また、他企業
への再就職志向は継続雇用志向や関連会社志向に比べていちじるしく少ないが、そうしたなかで「少数職務十低技
能」、「少数職務」タイプで他企業への再就職志向が強くなっている。
他方、労働諸条件に関する志向については、「高技能十企画・立案十管理・監督」、二職種十高技能十管理・監
督」、「企業内経験十管理・監督」、「少数職務十高技能」、「高技能」などの高技能タイプで経験・技術志向が強く、
「少数職務十低技能」、。職種十低技能十管理・監督」などの低技能タイプで「仕那が楽なこと」、「雇用が安定す
ること」などの志向や、そうした職業志向について「何も考えなかった」定年到達者が比較的多くなっている撫実
も重要な示唆を含んでいるだろう。
このように、大企業定年退職者は継続雇用・関連企業志向などの企業集団にまで拡大された、いわば終身雇用の
延長のような雇用志向がきわめて強く、とくに関連企業志向は企画や管理などの職業能力をもったホワイトカラー
を中心として強く、継続雇用志向はブルーカラーを中心として職務範囲や技能度にほとんど関係なく強くなってい
6２ 
定年後準別 術 状況
(％） 
・銀
安
材
職
人
行 労働組合に相
談
準備な
必要の
し
友人・
知人
会社の
指導
貯蓄
増進
体力
増強 準備できず
15.8 29.0 23.5 1.9 16.5 18,7 20.0 12.9 
14.5 25`９ 23.4 2`４ 18.1 20.3 10.9 27.1 
9.1 30.3 18.2 6,1 6.1 24.2 15.2 
42.1 44.7 23.7 ３
８
６
３
８
３
 
０
曰
０
●
●
●
５
１
２
５
１
５
 
13.2 23.7 13.2 13.2 
119 19.6 26.2 14.9 16.7 31.0 8.9 
8.8 18.4 2８１ 12.3 27.2 21.9 30.7 
15.8 18.4 28.9 10.5 10.5 28.9 13.2 
10.7 ２８．６ 25.0 26.8 33.9 10.7 12.5 
10.5 15.8 ４２．１ ３１．６ 21.1 15.8 36.8 
14.3 28.6 31.0 4.8 14.3 23.8 9.5 
7.9 28.9 10.5 ７`９ 23.7 2.6 28.9 39.5 
12.9 36.6 19.9 １．１ 
４．２ 
15.1 16.7 14.0 15.1 
18.8 22.9 16.7 25.0 ４１．７ 10.4 6.3 
11.1 38.1 20.6 19.0 15.9 14.3 １４．３ 
10.5 34.2 15.8 10.5 10.5 18.4 18.4 
11.8 35.3 23.5 11.8 11.8 11.8 35.3 
25.0 25.0 10.0 15.0 15.0 15.0 
る
。
だ
が
、
実
際
に
継
続
雇
用
さ
れ
て
い
る
の
は
、
前
述
の
と
お
り
高
技
能
や
そ
れ
に
も
と
づ
い
て
管
理
・
監
督
的
能
力
を
も
っ
た
定
年
到
達
者
が
中
心
で
あ
り
、
低
技
能
タ
イ
プ
の
定
年
到
達者はその志向と現実の間にかなり大き
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
存
在
し
て
い
る
事
実
が
判
明
す
る
。
さ
ら
に
、
こ
う
し
た
企
業
の
高
齢
者
対
策
を
反
映
し
て
か
、
定
年
到
達
後
あ
ま
り
継
続
雇
用
さ
れ
な
い
「
少
数
職
務
十
低
技
能
」
型
の
定
年
到
達
者
は
、
半
ば
強
制
さ
れ
る
か
の
よ
う
に
他
企
業
へ
の
再
就
職
志
向
が
強
く
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
定
年
到
達
後
の
屈
折
が
大
き
い
と
思
わ
れ
る
少
数
職
務
や
低
技
能
を
中
心
と
し
た
タ
イ
プ
の
定
年
到
達
者
は
、
労
働
諸
条
件
に
関
す
る
志
向
も
、
「
仕
事
が
楽
な
こ
と
」
や
雇
用
・
収
入
安
定
志
向
が
強
く
、
さ
ら
に
は
「
何
も
考
え
な
か
っ
た
」
と
い
う
消
極
的
あ
る
い
は
諦めたとも思える志向の高齢者がかなり
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表４職 能 力類型業
事業所
内・公
共職業
訓練
各種学
校・通
信教育
公的
資格計合
総 ニゴ前川 159`２ 10.7 3.6 6.8 
多項目能力類型計
少数職務÷高技能
少数職務十低技能
企画・立案十管理・鵬督
対人業務十管理・監督
企業内経験十管理・監督
一職種十高技能十管理・監督
一職種十低技能十管理・鵬将
高技能十企画・立案＋管理・監督
企画･立案十対人業務十管理･監督
162.3 10.4 ８
０
６
 
巳
●
■
７
３
２
 
２．４ 
３．０ 
２．６ 
130.3 15.2 
186.8 2.6 
155.4 11.3 13.1 
171.1 1０．５ ５
６
２
 
＄
●
●
 
３
２
７
 
０
６
８
 
■
●
●
 
７
２
１
 
142.1 ５．３ 
８．９ 167.9 
189.5 10.5 
145.2 9.5 
5.3 
9.5 
7.9 163.2 
一項月能力類型計
少数職務
職種
商技能
低
管理．朧僻
151.6 10.8 4`３ 
８．４ 
４
３
６
９
 
●
の
●
●
５
６
１
７
 
170.8 10.4 
144.4 ９．５ 
142.1 10.5 5.2 
158.8 ５．９ 11.8 
140.0 20.0 15.0 
存在している。しかも現実にこうしたタ
イプの定年到達者は失業や引退を余儀な
くされているのである。
３
定
年
後
へ
の
職
業
準
備
すでにあきらかなように、大企業定年
到達者はいわば終身雇用の延長のような
職
業
志
向
を
非
常
に
強
く
も
っ
て
い
た
が
、
こ
う
し
た
志
向
の
も
と
で
具
体
的
に
い
か
な
る
準
備を試ゑたのであろうか。
まず、「何かする必要はなかった」と
いう回答が集計対象の二○影にも達して
い
る
の
が
注
目
さ
れ
る
。
他
方
、
実
際
に
行
な
われた準備をふると、「友人・知人に働
きかけた」、「会社の指導を受けた」、「体
力
づ
く
り
に
心
が
け
た
」
、
「
貯
蓄
に
心
が
け
た」、「職安・人材銀行へ行った」などの
準備が多く、資格取得、職業訓練、学習
などの職業能力の再開発などに関する準
6４ 
傭は非常に少ない。これを職種類型・企業内地位別に糸ると、「何かする必要はなかった」というのは、ホワイト
カラー職種とくに部課長以上の管理職に多くなっている。これとは対照的に、ブルーカラー職種では何らかの準備
をした定年到達者が多く、「友人・知人」、「職安・人材銀行」などへの働きかけが顕著になっている。
さらに、このような準備を職業能力類型との関連で染ると（表４）、「準備の必要なし」は「企画・立案十対人業
務十管理・監督」、「企画・立案十管理・監督」、「対人業務十管理・監督」、「企業内経験十管理・監督」などのホワ
イトカラー職種の管理職に多いタイプで大きなウエイトを占めている。他方、実際行なった準備について染ると、
「会社の指導」は二職種十低技能十管理・監督」、「高技能十企画・立案十管理・監督」などをはじめとして、管
理的職業能力をもったタイプで全般的に多くなっている。また、「友人・知人」への働きかけは、「少数職務十低技
能」、。職種十低技能十管理・監督」などのブルーカラー職種の低技能層を中心としたタイプで顕著である。さら
に、「職安。人材銀行」は「少数職務十低技能」タイプできわめて多く、集計対象の四二％にも達している。また、
より積極的な側面を持つ公的資格の取得や通信教育などでの学習蝿高技能、企画・管理などを中心としたタイプ
で多くなっている。さらに、「準備できず」は．職種十低技能十管理・監督」タイプで著しく高くなっており、
さきの職業志向の消極性との強い関連を示している。他方、一項目回答の定年到達者の準備状況を承ると、多項目
回答の場合よりも「友人・知人」への働きかけと「準備できず」が多く、逆に「会社の指導」と「準備の必要な
し」が少くなっている。そして、「職安・人材銀行」と「友人・知人」が「少数職務」で、「準備できず」が「低技
能」で、「公的資格」と学習が「管理・監督」タイプで、それぞれ著しく多くなっているのである。
このように、管理・監督型やそれと企画・立案型との組合せにおいて、一方で準備の必要がないと回答するほど
おそらくすでに準備が進められていたと同時に、他方で「会社の指導」も受けるとともに本人の再教育も進められ
６５定年退職者の能力類型と職業変動
１
継
続
雇
用
の
実
態
すでに、定年到達者の約四○％が定年到達直後に継続雇用され、しかもそれらの継続雇用者は、高技能やそれに
もとづく管理・監督能力を持った定年到達者が多かった事実をゑてきたが、つぎに継続一展用の実態とそうした職業
能
力
と
の
関
連
が
問
題
に
な
る
。
まず、継続された雇用期間と職業能力類型の関連をふると、三年以上の長期継続雇用者が多いのは、「企業内経
験十管理・監督」、「企画・立案十管理。監督」、「対人業務十管理・監督」などのタイプであり、ホワイトカラー職
種に多い企画や管理などの職業能力を中心として、継続雇用期間が長期化している。
つぎに、継続雇用期間中の職務内容の変化と職業能力との関連を承ると（表５）、「変化なし」は「企画・立案十
管理。監督」、「企業内経験十管理・監督」、「高技能十企画・立案十管理・監督」などのタイプで多く、企画や管理
を中心としたタイプで職務内容に変化がなかった定年到達者が多くなっている。とはいえ、「役職から離れた－，
ていたのである。そして、あたかもそうした準備体制から排除された少数職務十低技能型や低技能と結びついたタ
イプにおいて、友人。知人や職安などの企業以外の外部への依存が強くなっているとともに、「準備の必要はあっ
たができなかった」という比率が高くなっている。こうした傾向は、職業能力が単純化している一項目回答の高齢
者全体にも認められる。また、管理。監督型でも。職種十低技能十管理・監督」タイプのような単なる年功者で
ある低技能型では、外部への働きかけにも傾斜しているとともに準備ができなかったという比率が著しく高くなっ
ている事実は、十分注目に値いする。
四
職
業
能
力
と
定
年
到
達
後
の
職
業
変
動
長
期
継
続
雇
用
者
が
多
い
の
は
、
「
企
業
内
経
などのタイプであり、ホワイトカラー職
し
て
い
る
。
（表５）、「変化なし」は「企画・立案十
監督」などのタイプで多く、企画や管理
いる。とはいえ、「役職から離れた」の
6６ 
表５職業能力類型別継続雇用ｊｌｊｌ間中の職務内容の変化
(％） 
識I鱗謬|騨艤－－－－職務内容能力類型～ 高齢者職場へ移った合計
7.8 ２．５ 計 124.7145.1139.5 4．６１１９．６ 総 ‐
則
Ⅶ
則
引
Ⅱ
引
例
１
日
１
３
０
の
●
ｂ
●
句
２
３
９
９
０
８
 
２
２
１
３
 
8.4 2.0 
4.8 
多項目能力類型計
少数職務十高技能
少数職務十低技能
企画・立案十管理・ｌｉｋ将
対人業務十管理・騰督
企業内･経験＋管理・監督
一職種十高技能十管理・監督
一職種＋低技能十管理・騰将
高技能十企画・立案＋管理・監督
企画･立案十対人業務十管理･監督
０
８
１
８
９
 
の
■
巳
●
●
４
４
９
２
１
 
125.943.4140.6 
23.8 152.442.9142.9 
18.2 45.527,3 118.2 
1.4 
3.8 
６
６
２
９
 
●
■
０
Ｇ
 
５
９
４
５
 
36.6 50.7 119.7 
42.3 36.5 128.8 
12.5 50.0 41.7 116.7 
5.9 23.5 35.3 47.1 135.3 
42.9 14.3 28.6 42.9 128.6 
5.6 16.7 38.9 5.6 127.8 50.0 
4００ 33.3 106.733.3 
ｉｉ７Ｉ， ｌｌＨ 鰯128.6142.9 ０８００ ３３３４ 一項目能力類型計少数職務職穂高技能低管理。監揺
瞳「少数職務十低技能」以外はそれぞれ
集計対象の四○％前後にも達している。そ
れに比し「少数職務十低技能」タイプは、
もともと役職者が少ないので降格も少ない
のだろうが、それを別とすればそれまでの
多かれ少なかれ年功的な昇進ラインからの
離脱がほぼすべての継続雇用において進め
られている、とゑてよい。また、「仕珈が
簡単になった」のは、。職種十低技能十
管理・監将」、「企画・立案十対人業務十管
理・臘将」、「対人業務１櫛理・監督」など
の管理や対人業務を中心としたタイプで多
くなっており、降格や配転などをともなっ
た〃高齢者向き〃への職務変化もまた進ん
でいる実態をみることができる。他方、単
答者についてみると、多答者よりも変化が
なかった継続雇用者の割合が高く、しかも
「少数職務」と「低技能」タイプでこうし
このように、企画や管理の能力を中心とした定年到達者は、継続雇用期間が長期化している場合が多く、しかも
その期間中に職務内容が変化しなかった高齢者もかなりの割合を占めており、その意味では定年到達を契機とした
職業変動はそれだけ緩和されている面も認められる。だが、他面では同じこうした企画・管理型を中心として降格
や職務変化も相当進められており、とくに管理・監督能力の発揮の場が縮小していることは十分注日に値いする。
（６） 
というのは、旧型年功昇進の見直しはこれまでにも進められているにもかかわらず、継続雇用の条件として「役職」
か
ら
の
離
脱
を
強
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
ぬ
ほ
ど
、
ま
だ
旧
型
年
功
外
進
の
矛
屑
が
存
在
す
る
こ
と
を
も
示
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
（６）前掲、杣署「労働経済の構造変率」第二章をゑょ。
勅
２
再
就
職
と
失
業
の
動
向
変莱
こ
の
よ
う
な
継
続
雇
用
の
終
了
者
も
、
定
年
到
達
後
、
直
接
、
他
企
業
に
再
就
職
し
た
両
齢
者
と
同
様
に
企
業
間
移
動
す
る
こ
と
に
職麩なるが、大企業定年退職者の再就職回数は圧倒的に一川に止まっており、それ以上の移動経験者はきわめて少な
類く、再就業者の一一一一一＄にしか過ぎない。
力轆そのような企業間移動を職業能力との関連をゑると（表６）、移動経験者が多いのは、「少数職務十低技能」、「一
瞬職種十低技能十管理・監督」、「｜職種十高技能十管理・監督」などのタイプであり、逆に企画や管理などを中心と
繩したタイプではいちじるしく少なくなっている。こうしてみると低技能型で企業間移動の経験者が多いのは明らか
定であるが、職務範囲が関係してくると琳態はやや複雑である。すなわち、「少数職務十低技能」と「少数職務土姉
７
 
６技能」のように、職務範囲が狭い場合は技能度の差異が移動に強く影響し低技能ほど移動するが、「一職種十低技
た傾向が著しい。この－
多
か
っ
た
た
め
で
あ
ろ
う
。
このことは、単答者が多答者に比べて、もともと役職者は少なく職務内容も比較的簡単な場合が
6８ 
能
十
管
理
・
監
督
」
と
二
職
種
十
高
技
能
十
管
理
・
監
督
」
の
よ
う
に
、
職
務
範
囲
が
広
い
場
合
は
技
能
度
に
よ
る
差
異
が
ほ
と
ん
ど
影
響
し
な
く
な
っ
て
い
る
。
職
務
範
囲
の
広
い
能
力
を
生
か
そ
う
と
す
る
と、定年退職後再就職することの多い中小企
業
を
中
心
と
し
た
労
働
市
場
で
は
移
動
が
多
く
な
る
の
で
あ
ろ
う
。
こ
の
こ
と
は
、
単
答
の
場
合
を
み
て
も
、
「
少
数
職
務
」
よ
り
も
二
職
種
」
型
の
ほ
う
が
移
動
経
験
者
の
比
率
が
高
く
な
っ
て
い
る
事
実
か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
他
方
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
種
に
多
い
タ
イ
プ
で
あ
る
一
‐
高
技
能
十
企
画
・
立
案
十管理・監督」、「企画・立案十管理・監督」、
「
企
画
・
立
案
十
対
人
業
務
十
管
理
・
監
督
」
な
ど
の
タ
イ
プ
で
は
、
移
動
経
験
者
の
比
率
が
き
わ
め
て
低
く
な
っ
て
お
り
、
再
就
職
後
の
雇
用
が
安
定
し
て
いる事実を反映している。
つ
ぎ
に
、
就
業
先
の
変
動
に
と
も
な
う
失
業
の
発
生についてみると、再就業した定年退職者の
表６職業能力類型別再就業回数構成
(％） 
移動回数 合:'|なし
'0００１２４５ 
～ 
。｜２回以上lＮＡ１ 
能力類型
総 －● ￣ －ｂ 口 56.5 16.9 ２．１ 
多項目能力類型計
少数職務十高技能
少数職務十低技能
企画・立案十管理・艦督
対人業務十管理・監督
企業内経験十管理・監将
一職種十高技能十管理・監督
一職種十低技能十管理・鑑概
高技能十企画・立案＋管理・監将
企画･立案十対人業務十符理･監憎
100.0 5８２ 23.9 16.0 ９
１
７
５
７
０
 
０
●
●
の
●
■
１
５
７
０
３
２
 
100.0 ４１．０ 38.5 15.4 
100.0 25.6 41.0 25.7 
100.0 20.7 65.3 13.4 
100.0 22.8 60.3 13.2 
14.3 100.0 24.5 59.2 
100.0 23.8 27.0 49.2 
23.8 57.1 1０００ 19.0 
100.0 64.6 12.5 22.9 
100.0 17.8 66.7 13.3 2.2 
一項目能力類型計
少数職務
職種
高技能
低
管理．嘘行
100.0 26.1 57.5 14.1 ２
７
７
 
●
●
■
 
２
１
２
 
100.0 56.9 12.0 29.3 
100.0 60.0 16.0 21.3 
52.2 13.0 100,0 34.8 
52.6 ２１．１ 100.0 26.3 
100.0 64.3 10.7 17.9 7.1 
６９定年退職者の能力類型と職業変動
表７職業能力類型別失業回数櫛成
(％） 
－－－－－－－－些礫｣脅計ト能力類型 し’１回｜２回以上ＩＮＡ
総 計’１００．０１４３．１１４１．７ 14.0 1.2 
多項目能力類型計
少数職務十高技能
少数職務十低技能
企画・立案＋管理・監督
対人業務十管理・監督
企業内経験十管理・監督
一職種・高技能十管理・監将
一職種・低技能十管理・監督
高技能十企画・立案十管理・監督
企画･立案十対人業務十管理･監督
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０
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０
０
０
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伽
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１
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●
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６
５
４
９
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３
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６
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７
０
３
０
７
４
５
２
 
３
２
５
３
３
３
４
６
３
２
 
10.2 0.4 
36.4 
23.1 3.8 
0.7 ４．６ 
８０ 
11.2 
２１．７ 
11.8 
2.7 
項目能力類型計
数職務
職種
技能
技能
理・監将
1000 
100.0 
100,0 
100.0 
100.0 
100.0 
１
０
１
０
４
４
 
■
●
●
Ｃ
ａ
■
 
Ｏ
Ｐ
Ｄ
２
０
１
１
 
４
３
４
３
２
７
 
７
５
４
７
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●
●
●
●
■
 
←
◎
７
０
６
４
 
４
４
４
５
６
 
12.4 
15.0 
1.9 
少
15,8 高
低
管
1００ ３．３ 
14.3 
28.6 
七
六
・
八
＄
が
失
業
を
経
験
し
て
お
り
、
職
種
類
型
別では移動の多いブルーカラー職種全般で失
業
経
験
者
が
多
く
な
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
職
業
能
力と失業の関連を象ると（表７）、「企画・立
案十対人業務十管理・監督」、「企画・立案十
管理。監督」、「高技能十企画・立案十管理・
臘督」などのタイプで失業経験が低位に止ま
っている。このように企画・管理などを中心
とした能力類型ではいちじるしく失業経験者
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
。
逆
に
、
「
少
数
職
務
十
低
技能」、二恥種十低技能十管理・監督」タイ
プ
で
は
失
業
経
験
者
の
比
率
が
い
ち
じ
る
し
く
高
く
なっている。このように、符理・濫督型も含
めて低技能タイプでは失業経験者が多いこと
を
明
白
に
示
し
て
い
る
。
ま
た
単
答
の
定
年
退
職
者
は、多答の定年退職者よりも失業経験者の比
率がかなり高く、とくに「低技能」で著しく
なっている。したがって職業能力が多様かど
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うかが、かなり失業経験に影響を及ぼしてい
ることは疑いえない。だが、噸務範囲と技能
度との関連をふると、企業間移動の経験と同
様に、職務範囲が狭い場合は技能度が失業に
強い影響を与えているが、職務範囲が広い場
合は技能度が失業にあたえる影響がより弱く
なっている。つまり、職務範囲が狭く低技能
の場合はそれだけ労働力需要への対応が限定
されるわけだから、職務範囲が狭い方が技能
度の差異による失業経験の差が大きくなって
いるが、職務範囲が広い場合は技能度による
差異がそれほど大きくなく、むしろ高技能の
方がその能力を生かそうとするために失業経
験もより多くなっているのである。
さらに、こうした失業経験者の失業保険の
受給状況が問題となるが、失業経験者の九四
％は失業保険を受給しており、しかも受給期
間が九カ月以上の長期受給者が五○％ちかく
表８職業能力類型別失業保険受給期間柵成
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７１定年退職者の能力類型と職業変動
３
賞
罰
河
鴇
α
璽
圃
すでにみた失業時の所得保障を別としても、大企業定年退職者の賃金所得は、定年前後の職業変動を反映して大
幅に変動することが予想される。
そこでまず定年到達直前に対する継続雇用直後の賃金（税込月収）の増減率を系ると、増加した継続雇用者は一
に
も
達
し
て
い
る
。
職
種
類
型
別
で
は
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
職
種
と
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
の
熟
練
臓
秋
で
災
期
受
給
者
が
多
く
、
肉
体
・
単
純労働などの不熟練職種では比較的短期間の受給者が多くなっている。こうした受給状況を職業能力との関連で承
ると（表８）、「企画・立案十対人業務十管理・監督」、「企業内経験十管理・監督」、「高技能十企画・立案十管理・
監督」などの高技能・管理タイプで九カ月以上の長期受給者が多く、少数職務や低技能を中心としたタイプで長期
受給者の割合が低くなっている。
こ
う
し
た
事
実
が
な
に
を
意
味
す
る
か
は
興
味
あ
る
問
題
だ
が
、
長
期
受
給
者
は
そ
れ
だ
け
能
力
発
揮
や
収
入
の
保
障
な
ど
に
関
し
て適職が容易にえられないと同時に求職条件も高い、ということを意味するとともに、比較的長期間の失業に対し
て
公
私
両
面
の
よ
り
有
利
な
所
得
保
障
な
ど
が
確
保
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
の
で
あ
ろ
う
。
逆
に
低
技
能
型
を
中
核
と
し
た
能
力タイプでは、企業間移動が多く、とくに失業経験が高いにもかかわらず、失業保険の受給期間が比較的短期に止
まっているのである。このように受給期間が短期だということは、雇用保険への改定後は所定給付日数の制限によ
って律せられる）」とはなくなったが、それ以前は企業間移動がより多いだけそのような制限によって規定され、十
分な選択も行いえず就職を強制されるケースも多かっただろう。かりにそうした制限がない場合も、低技能型の定
年退職者の場合は前職貸金が低く、公私両面の失業補倣が不十分であり、再びより低労働条件の就職を余儀なくさ
れているケースが多いに違いない。
賃
金
所
得
の
変
動
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変動状況（継続雇用）
(％） 
49～ 
-40％ 
39～ 
-30％ 
29～ 
-20％ 
１９～ 
－１％ 変化なし 増 加
9.8 14.4 ２１．４ 20.2 13.5 12.6 
9`４ 18.9 
14.3 
22.2 22.2 
印
し
】
【
Ｈ
】
、
Ⅲ
山
10.4 20.9 
壺凶】
『‐Ⅲ
6.8 15.9 
20.0 
15.4 7.7 
50.0 16.7 
可
』 ３１．６ 
2８．５ 
二・四影に止まり、「変化なし」が一三・七％
であるのに対して、減少した継続一雇用者は七三
・九％にも達しており、その減少幅も一○’三
九％に及ぶものが継続一雇用者の七一・四％にも
達している。こうした賃金変動を職業能力との
関連でふると（表９）、「少数職務十高技能」、
「企業内経験十管理・監督」、「対人業務十管理・
監督」、。職種十高技能十管理・監督」などの
高技能や管理タイプで賃金が減少した継続雇用
者が多く、年功賃金カーヴからの離脱がこうし
たタイプを中心として相当進んでいる｝」とを示
している。他方、二職種十低技能十管理・監
督」と「少数職務十低技能」などの低技能型で
は減少した継続雇用者の割合が少ないが、とい
うのはこのタイプではもともと企業内地位の高
い者が少ないか、あるいは定年到達以前にすで
に年功賃金の見直しが進んでいる実態を反映し
ているからだろう。
７３定年退職者の能力類型と職業変動
表９職業能力類型別所得
合
計
-50％以上
総 計 1０００ 8.3 
多項目能力類型計
少数職務十間技能
少数噸務＋低技能
企画・立案十管理・鑑督
対人業務十管理・鑑将
企業内経験十管理・艦掛
100.0 6.6 
100.0 21.4 
100.0 11.1 
100.0 6.0 
6.8 100.0 
100.0 
職種＋高技能十符理・鑑醤 100.0 
職種十低技能十管理・職 櫛 100.0 16.7 
高技能十企画・立案十符理・監掛 100.0 5.3 
7.1 企画・立案十対人業務÷管理・監督 100.0 
(注） 項目回答者は集計数が少いため表示しなかった。
つぎに、第一回目の再就業直後の賃金（税込
月収）の墹減率をふると、増加した再就業者一
一・七％、「変化なし」一二・九％であるのに
対
し
て
、
減
少
し
た
再
就
業
者
は
七
五
・
四
％
で
あ
り、継続一履用時とそれほど大きな差異は認めら
れない。だが、継続雇用時よりも減少率の大幅
な再就業者が著しく多くなっており、三○％以
上減少した再就業者の割合が減少した再就業者
の
六
四
・
一
％
に
も
達
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
賃
金
変
動を職業能力との関連でふると（表、）、継続雇
用時とは逆に、「企業内経験十管理・騰督」、
「企画。立案十対人業務十骨理。監督」、「企画
・立案十管理・監督」、「高技能十企画・立案十
管理・監督」などの高技能および企画・管理型
で
貸
金
の
減
少
し
た
再
就
業
者
が
少
な
く
、
「
少
数
職
務十低技能」、。職種十低技能十管理・監督」
などの低技能タイプで賃金の減少した再就業者
が
い
ち
じ
る
し
く
多
く
な
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
こ
う
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変動状況（１回目再就業）
(％） 
49～ 
-40％ 
39～ 
-30％ 
２９～ 
-20％ 
19～ 
－１％ 変化なし 増 加
11.4 14.3 15.5 11.6 13.0 11.6 
9.6 1２．５ 16.9 12.8 12.5 15.1 
1５．４ 15.4 15.4 23.1 
15.8 26.3 10.5 10.5 5.3 
7.8 11.2 21.6 12.9 13.8 18.1 
13.1 ３
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７
５
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13.1 15.5 9.5 16.6 
7.7 7.7 7.7 34.6 15.3 
22.2 11.1 11.2 13.9 11.1 
23.1 15.4 7.7 7.7 
8.0 
9.1 
20.0 36.0 12.0 16.0 
15.2 3.3 24.3 9６１ 24`２ 
12.0 9.3 
3.6 
13.9 15,7 14.8 8.4 
７．２ 
８．６ 
４．５ 
10.7 14.3 28.6 7.1 
14.3 14.3 ８．６ 
９．１ 
11.5 14.3 
13.6 9.1 13.6 13.6 
44.4 11.1 11.1 1１．１ 22.2 
14.3 35.7 7.1 7.1 21.4 
した低技能タイプは減少幅が大きい再就業
者がきわめて多く、五○％以上減少した再
就業者が三○％以上にも達している。また、
単
答
の
職
業
能
力
類
型
の
再
就
業
者
に
つ
い
て
も
、
「
低
技
能
」
と
「
少
数
職
務
」
型
で
は
賃
金
の
減
少
し
た
再
就
業
者
の
割
合
が
き
わ
め
て
高
く、逆に「管理・監督」型は減少した割合
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
、
定
年
を
契
機
と
し
た
貸
金
変
動
の
実
態
は
、
継
続
雁
用
者
に
つ
い
て
は
高
技
能
や
管
理
タ
イ
プ
を
中
心
と
し
て
賃
金
収
入
が
減
少
し
た
ケ
ー
ス
が
多
く
、
年
功
賃
金
か
ら
の
離
脱
が
こ
の
タ
イ
プ
で
と
く
に
顕
著
な
事
実
を
反
映
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
だ
が
、
逆
に
再
就
業
一
回
目
の
所
得
変
動
に
つ
い
て
は
、
高
技
能
お
よ
び
企
画
・
管
理
型
で
は
賃
金
の
減
少
し
な
か
っ
た
再
就
業
者
が
多
く
、
こ
の
タ
イ
プ
で
社
会
的
な
雇
用
の
安
定
性
がかなり確立しているとともに、他企業と
７５定年退職者の能力類型と職業変動
表１０職業能力類型所得
－１$二|合 計’-50％以上灘對置fHﾆﾌﾞﾌ莚
22.6 100.0 計総
20.6 多項目能力類型計
少数職務十高技能
少数職務十低技能
企画・立案÷管理・監督
対人業務十管理・鑑督
企業内経験十管理・臆督
一職種＋高技能＋管理・騰督
一職種十低技能＋管理・艦督
高技能十企画・立案十管理・鑑樫
企画・立案十対人業務十管理・監督
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
30.8 
31,6 
14.7 
23.8 
19.2 
25.0 
38.5 
8-0 
15.2 
25.9 計務
種
能
能
督
力類型
職
100.0 
1000 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
能項目
28.6 数少一
高
低
管
28.6 職技
技
・理
36.4 
14.3 蝋
はいえ関連企業への再就職などが多かった
事実と深く関連している、とみることがで
きる。これまで大企業定年退職者の定年後の職
業変動について職業能力類型を戦略要因と
して考察してきた。その場合、われわれは
新しい試みとして定年までに形成されてき
た職業能力をできるだけ総括的かつ現実的
な類型として把握しようとした。ただし、
われわれにあたえられたデータは調査対象
者染ずからの〃自己診断〃の結果に過ぎな
いが、それにもかかわらず非常に有意の結
果をうることができた。その結果にもとづ
いて公共雇用政策などの課題を導き出すと
すれば、つぎのように総括できるだろう。
五
定
年
退
職
者
の
能
力
類
型
と
政
策
課
題
ｌ
総
括
と
展
望
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第一Ｅ定年後の職業変動そのものに注目すると、職業能力類型による差異はきわめて明確であった。まず勤務延
焚や再雇用などの総統雇用は製造業に多いブルーカラーで顕著だが、それも商技能・企業内経験の高い。管理・監
督タイプを中心としており、かりに管理・監督能力を持っていても少数職務・低技能と組合わさった単なる年功者
の場合は、継続雇用から排除されるケースが多くなっているのである。もっとも勤務延長にくらべて労働条件など
の低下がいちじるしい再雇用は少数職務・低技能タイプをかなり吸収しており、現在議論されている定年延長の現
実的処理を示唆している、と象ることもできる。他方、関連企業などの他企業への再就職は、定年直後では第三次
産業に多いホワイトカラーで顕著だが、その場合も企画・立案や管理・監督のタイプで所得面などでもより有利な
条件が確保されているのに反し、それ以外のタイプではより不利であり、とくに継続雇用後の再就職を含めて少数
職務・低技能タイプでは、のちにも問題にするようＥ雇用安定志向が強いにもかかわらず、企業間移動がきわめて
第一に、定年退職者の職業能力類型の分布そのものが問題になる。大企業の定年退職者の特質としてまず指摘し
なければならないのは能力項目の単答者は比較的少なく、きわめて多様な職業能力を持った高齢者が比較的多い、
という事実である。そして中小企業の定年退職者に比してきわだった差異を示すのは、大企業の定年退職者ほど管
理。監督をはじめ企画・立案、対人業務などの能力とそれらを軸とした多様な組合わせ類型の能力が多い、という
事実である。だが、その半面、とくに大企業型の少数職務と低技能、それらを軸とする組合わせの能力類型も多
く、そのような定年退職者は大企業の高齢者対策のなかでもより不利な扱いを受けているだけでなく、自律的志向
・行動としても多くの問題を残しており、その意味で公共政策が第一の政策対象として設定すべき高齢者であるこ
とが解明された。しかもこうした政策対象は、大企業よりも中小企業などの筒齢者により多数存在することは容易
に想像できるだろう。
７７定年退職者の能力類型と職業変動
はげしく、賃金の低下もきわめて大幅になっているのである。もっとも企業間移動はブルーカラーの高技能タイプ
でも多いが、労働市場への死錘作用という点ではとくに職務範囲の狭い。低技能タイプに対する雇用安定と労働条
件の保障が短期の政策課題として強く要請されるだろう。
第三に、以上は職業変動のうち就業の面に触れたに過ぎないが、逆に失業などの面に注目すると、より短期の政
策課題として重要ないくつかの問題が浮び上ってくる。まず定年退職直後、あるいは継続雇用終了後、かなり大量
の失業が発生し、さらに他企業の再就職後にもある程度の失業が発生する。とくに再就職後の企業間移動が比較的
少ない割にはその失業発生率はきわめて高い。しかもそれは単答者とくに少数職務。低技能タイプにおいて顕著に
なっている。他面、職務範囲が広い．高技能タイプでも、その職業能力を生かそうとすれば失業の発生率が高くな
り、しかもその失業期間もかなり長期化している。しかし高技能者や専門職の場合、前述のとおり公私両面で失業
時の所得保障がより充実しており、またそのためにこそ失業も長期化しうるのである。それに反し職務範囲が狭
い。低技能タイプでは、失業保障が不十分だったり、年金生活者として引退する条件も不十分であるがゆえ、より
低労働条件の就職でも再就業せざるをえない状況に置かれている。まさしく過剰労働力として労働市場全体に対す
る死錘作用を発揮しているのである。もちろん、定年直後の状況であきらかなように、少数職務。低技能タイプで
も大企業の定年退職者であるがゆえに引退条件にも恵まれており、現に引退者も多い。だが、それも長勤続者など
に限られており、比較的短勤続者だったり、能力主義的賃金管理の強化のなかですでに定年前から年功賃金カーヴ
の外に離脱していた高齢者の場合は、退職金も厚生年金もより少額であり、失業時の所得保障さえ不十分であるゆ
え長期間失業している余裕もなく、また〃悠を自適〃の引退生活に入ることもできないのである。
第四に、これまで結果としての職業変動に注目してきたが、より主体的な契機としての定年後の職業志向とその
7８ 
た
め
の
準
備
行
動
に
注
目
す
れ
ば
、
よ
り
長
期
的
な
政
策
課
題
が
あ
き
ら
か
に
な
っ
て
く
る
。
ま
ず
職
業
志
向
は
、
い
か
に
も
大
企
業
定年到達者らしく継続一雇用と関連企業への再就職の志向が強いなかで、少数職務・低技能タイプでは、企業内経験
タイプなどと同様に継続一雇用志向も強いが、「一屋用安定」・「仕事が楽」という消極的な志向や「志向なし」も多か
っ
た
。
な
に
ゆ
え
少
数
職
務
・
低
技
能
タ
イ
プ
に
お
い
て
と
く
に
職
業
志
向
が
消
極
化
し
て
い
る
の
か
。
そ
れ
は
継
続
雇
用
志
向
が
強
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前
述
の
よ
う
に
継
続
雇
用
か
ら
排
除
さ
れ
、
よ
り
不
利
な
職
業
変
動
を
辿
ら
ざ
る
を
え
ぬ
よ
う
に
、
「
経
験
・
技
術
を
生
か
す
」
・
「
事
業
開
始
」
な
ど
の
積
極
的
な
志
向
を
持
ち
た
い
に
も
そ
れ
だ
け
の
職
業
能
力
な
ど
を
形
成
し
て
き
て
お
ら
ず
、
現
に
そ
の
よ
う
な
就
業
機
会
が
え
ら
れ
な
い
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
能
カ
ー
志
向
ｌ
現
実
の
就
職
に
は
相
互
規
定
的
な
因
果
関
係
が
存
在
す
る
の
で
あ
り
、
よ
り
積
極
的
な
職
業
志
向
・
準
備
を
展
開
さ
せ
る
た
め
に
は
、
高
齢
者
段
階
に
達
す
る
ま
で
の
職
業
能
力
を
変
革
さ
せ
る
、
と
い
う
長
期
の
政
策
課
題
が
明
確
に
な
っ
て
く
る
の
で
あ
る
。
つ
づ
い
て
定
年
後
に
対
す
る
職
業
準
備
に
目
を
転
じ
る
と
、
こ
こ
で
も
大
企
業
定
年
到
迷
者
ら
し
く
、
「
会
社
の
指
導
」
や
す
で
に
準
備
を
完
了
し
て
い
る
高
齢
者
が
多
い
反
面
、
職
務
範
囲
が
狭
い
。
低
技
能
タ
イ
プ
で
は
「
準
備
で
き
な
か
っ
た
」
高
齢
者
が
多
く
な
っ
て
い
ろ
。
そ
の
理
由
は
さ
ま
ざ
ま
だ
ろ
う
が
、
そ
の
ほ
か
「
友
人
・
知
人
」
、
「
職
安
・
人
材
銀
行
」
へ
の
依
存
が
多
く
、
そ
れ
ら
は
「
会
社
の
指
導
」
な
ど
の
企
業
内
高
齢
者
対
錐
か
ら
排
除
さ
れ
、
そ
れ
以
外
に
依
存
す
る
方
法
が
な
い
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
職
業
能
力
の
再
開
発
に
つ
い
て
は
全
体
と
し
て
そ
の
準
備
が
あ
ま
り
進
ん
で
い
な
い
が
、
企
画
・
管
理
・
高
技
能
タ
イ
プ
で
は
よ
り
積極的な学習や企業内職業訓練などが多いのに対し、少数職務・低技能タイプでは公共職業訓練への依存がいちじ
くなっている。このような少数職務・低技能タイプの公共職業紹介・訓練への依存は、当面の公共一雇用政策の課題
を端的に示唆している。さらに定年後の準倣として「何かする必要はあったが、できなかった」というような企業
内高齢者対紫などから疎外された定年退職者の存在は、公共政策だけでなく、労働組合などの短期・長期の政策課
７９定年退職者の能力類型と職業変動
題
を
も
明
示
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
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